
６．３ 超高温ガス炉と核熱利用による水素製造

水素利用の意義と原子力による水素製造
• 産業部門での炭酸ガス排出量は減少しているものの、運
輸・業務その他・家庭部門からの排出量は大きく増加し
ている。 (平成１５年度エネルギー白書のあらまし、資源
エネルギー庁)

• 水素利用は運輸、家庭部門等からの炭酸ガス排出削減
に大きく貢献できる。しかし、水素は二次エネルギー源な
ので、水素を製造するための一次エネルギー源も可能な
限り炭酸ガスの排出量が小さいものであることが必要。
原子力発電の電気を用いて水を電気分解する方法に加
えて、核熱利用による水素製造は低コストで大量に水素
を供給できる可能性がある。

炉心

水から水素を取り出す
熱化学分解法ISプロセス

核熱利用のための要件
・高度な安定性:

電力グリッド上で電気を
相互に融通し合える発電
と違って、核熱利用では
炉停止の影響が熱利用プ
ロセス側に直接波及する

・異常時の温度変化が緩
やか:   

熱利用側の対処のための
時間余裕が大きい

・高温: 熱利用効率大

高温ガス炉の特長の発揮

減圧事故が起きても燃料温度が
上昇せず炉心溶融は生じない
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HTTR（初臨界平成10年11月）:
世界初取り出しガス温度950℃（平成16年4月）

（新計画策定会議（第２０回）資料第２号「原子力の基礎・基盤研究の現状」より）

６．４ 高速増殖炉の研究開発

原型炉「もんじゅ」 ・発電プラントとしての信頼性の実証
・ナトリウム取り扱い技術の確立

出力 ： 714MWt / 280MWe
温度 ： 529℃

実験炉「常陽」 ・高速増殖炉の原理の確認
・安全かつ安定的な運転の実証

出力 ： 50MWt→ 100MWt→ 140MWt

温度 ： 435℃ → 500℃ → 500℃

実用炉 高い経済性と信頼
性を備えた発電プ
ラントシステム高速増殖炉の開発は、実用化に向け実験炉から原

型炉へとステップを踏み進めてきた。その成果を踏
まえ、経済性があり、信頼性の向上した実用炉に向
けた研究開発を柔軟性を持たせつつ進めている。

進め方：

実用化戦略調査研究：

発電システム技術開発、
スケールアップ、高性能化

経済性・信頼性を向上させる革新技術の開発
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６．５ 「もんじゅ」の状況
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解福井県「もんじゅ専門委員会」

H13.8～ H15.11.14（報告書提出）

安全審査
H14.12.26：許可

設工認
H14.6.28：認可
H16.1.30：認可

対処及び報告
H14.11.29：確認

・改良温度計

・Na漏えい対策等

・Ｎａ漏えい対策
・蒸発器安全
性能の改善

・安全性総点検
改善事項

地元理解活動

国による安全性確認

☆説明会（44回）、ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ（14回）、「もんじゅ」見学会（約80,000人）

☆対話型集会（さいくるミーティング：446回、約13,300人）

☆情報発信（ﾏｽﾒﾃﾞｨｱ、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ）

以上の活動を通して、約120万人の方々と対話

性
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（新計画策定会議（第１７回）資料第３号「我が国における高速増殖炉サイクルに関する研究開発の現状」より）

６．６ 軽水炉サイクルの技術開発

【放射性廃棄物処理処分対策】【原子力技術の多様化・高度化】

【ＭＯＸ燃料の有効利用】

○全炉心混合酸化物燃料原子炉施設

技術開発
全炉心にMOX燃料を装荷する際に必要な技
術の高度化のための研究開発。

【提案公募事業】

【安全性及び経済性の著しい向上】 ○革新的実用原子力技術開発

【核燃料サイクル事業の推進】

【ウラン濃縮技術の高度化】
○遠心法ウラン濃縮技術開発
経済性の向上を目指し、国際的に比肩しうる技
術レベルを有する新型の遠心分離機の開発。

【地層処分事業の円滑な推進】
○地層処分技術調査等
深地層の地質等に関する地表からの調査技
術の高度化等。

【放射性廃棄物共通技術の開発】
○放射性廃棄物共通技術調査等
リスク・コミュニケーション支援システムに関
する研究開発及び生物圏での核種の移行プ
ロセスの調査等。

【管理処分事業の円滑な推進 】
○管理処分技術調査等
ウラン廃棄物の除染技術や検認技術の開発
及び余裕深度処分に関する研究開発等。

【ＭＯＸ燃料加工の事業化】
○ＭＯＸ燃料加工技術確証試験
我が国初の民間ＭＯＸ燃料工場で採用する各
種技術の適合性の確証等のための試験の実施。

【既設軽水炉の有効活用】

○計量標準基盤技術研究
原子力発電所の熱出力管理に使用する給水
流量計の高精度化のための試験技術を開発。

【軽水炉再処理技術の高度化】
○ 低レベル濃縮廃液の固定化技術開発
低放射性濃縮廃液の核種除去・ＲＯＢＥ固化※1

に係る技術開発等。

○ 高レベル放射性廃液のガラス固化体技
術開発
廃棄物高含有ガラス固化体製造に係る技術開
発等。

○ 保障措置技術開発
使用済パルスフィルタ※2及びパルスフィルタ洗
浄液中の核物質の非破壊測定技術の開発。

※2 ﾊﾟﾙｽﾌｨﾙﾀ：使用済燃料の溶解
後、溶解液中の不溶解性物質を除
去するためのろ過装置

※1 ROBE固化：不燃性のﾎｳ酸ﾅﾄ
ﾘｳﾑを固化助剤とした蒸発固化
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７． 国際的取組
７．１ 原子力の平和利用を担保する核不拡散体制
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核物質や原子力技術、資機材は核兵器の材料や製造への転用が可能であることから、

原子力の研究開発及び利用に当たっては、核不拡散への配慮が不可欠である。

そのため、下記のような核不拡散体制が構築されている。
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核不拡散に関する国際的な枠組み

外部障壁としての核物質防護

①核物質の核兵器その他の核爆発装置の
製造等への転用の適時な探知

②早期発見の危惧を与えることによる転用
の防止

①核物質の盗取等、不法移転からの防護

②妨害破壊行為からの防護

中核をなす保障措置

（新計画策定会議（第２５回）資料第１号「原子力に関する国際問題」より）

７．２ 核不拡散に関する国際的枠組み

核兵器不拡散条約
(NPT)

1970.3発効
日本:1976.6批准

IAEA包括的保障措置協定
(NPT第3条に基づく義務)
日・IAEA:1977.12締結

IAEA追加議定書
日・IAEA:1999.12締結

包括的核実験禁止条約
(CTBT)
未発効

日本:1997.7批准

カットオフ条約
(FMCT)

条約交渉開始模索中

核物質防護条約
(PP条約)

日本:1988.10加入

原子力供給国グループ
(NSG)

ロンドン・ガイドライン
原子力専用品・技術
及び汎用品・技術
ﾊﾟｰﾄ1:1978.1設立
ﾊﾟｰﾄ2:1992.6設立

ザンガー委員会
原子力専用品
197４.８設立

不
拡
散
の
た
め
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条
約
等

不
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出
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拡散に対する安全保障構想(PSI) 2003.5立上げ

新しい不拡散レジーム

9.11テロ以降、重要性が再認識

され、拡充の動きが加速

部分的核実験禁止条約
(PTBT)

1963.10発効
日本:1964.6批准

国際プルトニウム指針
1997.12採択

プルトニウム利用の透明性向上

○我が国は、核不拡散に関する国際的枠組みに積極的に参加し、また、その強化に努力。

注:本資料では、「核不
拡散」の用語を、 「核
兵器の水平拡散の防
止（非核兵器国への核
の拡散防止）」、及び、
「垂直拡散の防止（核
兵器国の核軍縮）」の
両方の意味で用いてい
る。
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７．３ 近隣アジアを中心とした各国・地域の原子力利用、関連条約・枠組みへの加盟等の状況

ASEANは、他にブルネイがメンバー。FNCAは、他にオーストラリアがメンバー
RCAは、他にニュージーランド、モンゴル、スリランカがメンバー

○

ｳｨｰﾝ
条約

IAEA非加盟○（注1）○北朝鮮

○○○○○○○○○○日本

○

○

○

○

△

同左
追加
議定書

○

○

○

○

○

○

○

○

○

研究炉

○

○

ﾛﾝﾄﾞﾝ
ｶﾞｲﾄﾞ
ﾗｲﾝ

○○○個別非加盟○○パキスタン

○○○個別非加盟△○インド

FNCA参加
希望あり

○○○○バングラデシュ

○○○○○○○韓国

○○○○自発的○○○中国

○○○○ミャンマー

IAEA非加盟○○○カンボジア

IAEA非加盟○○○ラオス

○○○○計画あり○ベトナム

○○○○○○計画あり○インドネシア

○○○○○△○フィリピン

○○○○○タイ

○○○○○マレーシア

○○○○○シンガポール

その他RCAFNC
A

ＰＰ条約
(注2)

IAEA
保障措置
協定

NPT原子力
安全条約

原子力
発電

ASEAN

△：署名のみ

（注1）北朝鮮は、2003年1月10日にNPTからの｢脱退発効の中断｣を撤回し、よって北朝鮮のNPT脱退が即時発効する旨宣言

したが、我が国は、北朝鮮の脱退通告がNPTの規定に則って適正に行われたか否か疑義があると考えている。
（注2） 核物質防護条約

（新計画策定会議（第２５回）資料第１号「原子力に関する国際問題」より）
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